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第３回ＪＲ肥薩線再生協議会の概要について

資料１

R4.12.6 熊本県企画振興部



ＪＲ肥薩線復旧に係る議論の流れ

[論点①] 復旧費用（イニシャル） [論点②] 復旧後の運行（ランニング）

鉄道復旧に要する費用
２３５億円

事業間連携による圧縮
１５９億円

７６億円

２５
億円

２５
億円

国
(1/3)

肥薩線被災区間(八代～吉松)線区別収支
▲９億円／年

人吉～吉松
▲３億円／年

八代～人吉
▲６億円／年

※いずれも令和元年度(2019年度)の実績値

（ＪＲ九州の見解）

・ 各種イベント・キャンペーン、観光列車等のＰＲ、駅舎やホーム
の改修等に取り組んできたが、利用実績は年々落ち込んでいた。

・ 引き続き沿線地域の人口減少や少子高齢化の見通しがある中、

復旧後も赤字額が増額することが懸念される。

・ 鉄道での復旧を目指すためには、復旧費と併せて、復旧後の持続可能性をセットで考えて、慎重に検討していくこと
が必要。（第２回ＪＲ肥薩線検討会議におけるＪＲ九州松下本部長の発言より）

２５
億円

地方
(1/3)

鉄道軌道整備法による補助を活用
（上下分離をする場合）

ＪＲ
(1/3)

・再生協議会が目指す鉄道での復旧を実現させるためには、地元から復旧後の持続可能性を示し、
ＪＲ九州に鉄道復旧を決断してもらうことが必要。

・そのためには、地元として鉄道を軸とした復興・地域振興のビジョンを取りまとめ、
その中で鉄道の具体的な利活用策（人口減少の中でも収入を確保できる策）を示し、
鉄道での復旧に向けた国・ＪＲ九州の理解を得ることが必要。

「危機的状況にあるローカル鉄道について、単なる現状維持ではなく、真に地域の発展に貢献し、利用者から感謝され、利用してもらえる、
人口減少時代に相応しい、コンパクトでしなやかな地域公共交通に再構築していくことが必要である。」

令和４年７月・鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会
『地域の将来と利用者の視点に立ったローカル鉄道の在り方に関する提言～地域戦略の中でどう活かし、どう刷新するか～』より引用

検討会議における議論

第３回ＪＲ肥薩線再生協議会の課題

※１億円未満の端数は切り捨て
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ＪＲ肥薩線を軸とした復興・地域振興ビジョン

3

2

目指すべき方向性

1
新たな投資による来訪価値創出により、
ＪＲ肥薩線を“稼ぐ路線”にリ・デザイン

既にある地域の近代的遺産群、文化財を最大限活用

持続可能な鉄道となるよう、自ら乗車することも含め、
地元市町村・住民が主体的に取り組む

ＪＲ肥薩線の再生だけでなく、
肥薩線の経済効果で
県南地域全体を再生・活性化し、
豊かなデジタル田園都市を作る

ＪＲ肥薩線利活用による人流・経済効果を沿線地域のみに留まらず、より広域に波及

地域におけるＪＲ肥薩線 持続可能な運行に向けた方策

全国のローカル路線トップクラスの
魅力を持つＪＲ肥薩線は、沿線を中
心とする周辺地域にとって必要不可
欠な観光資源である。

八代市・人吉市・芦北町・球磨郡の非沿線町村を含めた地域全体が、
ＪＲ肥薩線利活用促進により人流活性化の好循環を生み出す。

観光列車による消費をはじめ、
大きな経済効果

(写真提供：ＪＲ九州）

ＪＲ肥薩線自体の
価値向上

更に「乗りたくなる列車」として
魅力を磨き上げ

好
循
環

地域全体の
観光魅力アップ

観光産業の付加価値・生産性を高め、
観光資源の更なる磨き上げ

人の移動・集客
人吉駅を拠点とした
地域全体の周遊性向上
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ＪＲ肥薩線復旧後の利活用促進について

肥薩おれんじ鉄道
くま川鉄道

二次交通の充実 ●●
• 肥薩おれんじ鉄道、くま川鉄道

や他の交通モードとの連携やMaaS
の導入により、駅から目的地への
交通利便性を向上

具体的な手法のイメージ

地域特性・既存の観光資源を生かした誘客 ●
• 多良木町の簡易宿泊施設“ブルートレインたらぎ”、

山江村の栗拾い体験やボンネットバス“マロン号”、
水上村のスカイヴィレッジなどの観光資源等をＰＲ

文化財路線として復興 ●●
• 沿線地域に残る近代化遺産

群や社寺・城郭・神楽等の文
化財をＰＲ

• 肥薩線と沿線の文化財の磨
き上げ

歴史学習・防災学習ツアー ●●
• 修学旅行生等をターゲットとした、

沿線地域の文化財等から学ぶ相良藩
の歴史や、令和２年７月豪雨から学
ぶ防災などのツアーを設定し、団体
客の利用を誘致

観光
教育
文化
スポ

商工
生活
防災

・・・ 各アイディアごとに関連する主な分野を色で表示

くまモンとのコラボ ●
・ 列車そのものをくまモン仕立てとし、「未来」と

「夢」をテーマにしたくまモン列車“モントレ”の
運行

・ くまモンを題材としたモバイルツアーの実施

3

サイクルツーリズム ●●
• 沿線地域のサイクルツーリズム推進協議会と連携し、風光明媚

な球磨川沿いのコースの魅力をＰＲ
• 肥薩線でサイクルトレインの運行、１日乗車券の販売

©2010熊本県くまモン



肥薩線について検討すべき課題

将来における地域の全体像という大きな視点から、交通のあり方（鉄道の位置づけ）、
鉄道の持続可能性という具体的な内容まで、それぞれの段階で検討が必要

① 将来における地域の全体像

② 地域全体の交通のあり方

③ 鉄道の位置付けおよび利活用策の検討

※日常使いや来訪者利用の拡大等

④ 鉄道がもたらす広域的な便益を定量的に検証

⑤ ④の便益と鉄道運行及び利活用策等の
総費用とを比較

⑥ 利活用策の責任主体等の整理

【現状】
・肥薩線沿線の住民および来訪者の移動手段はほぼ自動車
・自動車社会を前提に、まちづくりが計画され、
観光地を含めたまちが既に形成

【被災前の鉄道のご利用状況】
・ 1987年のJR発足時と列車本数がほぼ同じにもかかわらず、
鉄道の利用者は８割以上減少

Ｂ 自動車社会を前提とした“まち”、被災前の鉄道利用状況

・ 更なる人口減少、少子高齢化 ・ 技術革新
・ 運休期間中における対抗輸送機関の発達、鉄道需要の変化 など

Ａ 長期的（2040年ごろまで※）な社会構造の変化

前提条件

原因

検討課題

・ 移動需要に応じた道路環境
・ モータリゼーションの進展 など

※被災から運転再開までが仮に10年、
更に補助申請に必要な長期的な運行の確保に関する計画の10年を想定

Administrator
テキストボックス
資料２



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの

刷新に関する検討会等について

令和４年１２月６日

国土交通省鉄道局

資料３



目的

（50音順・敬称略。◎は部会長、○は部会長代理。本委員のみ記載）

交通政策審議会 交通体系分科会 地域公共交通部会について

「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」(令和４年７月25日 取りまとめ)及び「アフターコロナに向けた
地域交通の「リ・デザイン」有識者検討会」(令和４年８月26日 取りまとめ)では、地域交通の今後の検討の方向性がそれぞれ示された
ことから、今後の地域公共交通政策のあり方について議論するため、地域公共交通部会を開催する。

論点

○ ２つの有識者検討会（＝「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」、「アフターコロナに向けた地域
交通の「リ・デザイン」有識者検討会」）の提言を受け止め、新たな制度の具体化についてご審議いただく。

委員
◎中村 文彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科特任教授
○加藤 博和 名古屋大学大学院環境学研究科教授
大串 葉子 椙山女学園大学現代マネジメント学部教授
清水 希容子 株式会社日本政策投資銀行参事
須田 義大 東京大学生産技術研究所教授
住野 敏彦 全日本交通運輸産業労働組合協議会議長
矢ヶ崎 紀子 東京女子大学現代教養学部教授

スケジュール（予定）

令和４年
10月７日（金） 第１回 キックオフ

～
11月18日（金） 論点整理と対応の方向性

令和５年
１月中下旬頃

～
中間とりまとめ

～

『経済財政運営と改革の基本方針2022』（骨太方針）（令和４年６月７日閣議決定）より抜粋
デジタル田園都市国家構想の実現に資する持続可能で多彩な地域生活圏の形成のため、交通事業者と地域との官民共創等
による持続可能性と利便性の高い地域公共交通ネットワークへの再構築に当たっては、法整備等を通じ、国が中心となって交通
事業者と自治体が参画する新たな協議の場を設けるほか、規制見直しや従来とは異なる実効性ある支援等を実施する。
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これまでのご意見を踏まえた論点整理

○ 様々な関係者との共創の推進やリソースの総動員
○ DXやGXを活用した地域交通の改善、質の向上

○ 官民連携によるエリア全体でのサービスの改善・適正化
○ まちづくり政策との融合

○ エリア全体で交通改善を促す予算を創設（インセンティブ付与により事業者の参入を促進）
○ 持続可能な「葉の交通」の仕組みを創設
○ ローカル鉄道の再構築に向けた鉄道事業者と沿線自治体の協議の場の設置
○ 固定費用削減につながる税制等の整備
○ まちづくりと交通の連携を更に促す予算の強化
○ 交通に関わるデータの共通化、標準化の促進
○ 事業者間共創に関わる法制度の活用促進（独占禁止法適用除外）
○ 財源の確保策について、現行以外の財源のあり方も検討

[１] 事業性の向上[１] 事業性の向上

[２] 交通サービスの確保[２] 交通サービスの確保

[３] 予算・制度[３] 予算・制度

2



地域交通のリ・デザイン(再構築)に係る施策について（たたき台）

事業者間・分野間共創

交通DX・GX

官民連携
●医療・介護・エネルギー・観光等、分野の垣根を越えた多様な地域
関係者の「共創」により、交通と地域の課題を同時解決するプロジェクトに
対する支援
●独禁法特例法の活用促進・支援
●事業者間でのリソースシェアの仕組み等の検討
●公共交通が不十分な地域等における、タクシーと自家用有償旅客
運送の活用など持続可能な「葉の交通」の仕組みの検討
●地域交通・まちづくり・地域づくりに関する幅広い人材の育成やスタート
アップ企業の取組の支援

●地域交通事業者によるDX・GX等による生産性向上・経営効率化の取組の支援
●交通に関するオープンデータの活用の促進
●自動運転の社会実装に向けた実証事業への支援の強化
●広域連携や分野間共創に重点化したMaaSの実装の取組支援

●長期民託(エリア一括長期運行委託)や事業資産保有に取り組む自治体に
対する支援
●自治体と連携して路線維持を計画するエリアについて、他の事業者の参入により
計画維持が困難となる可能性を抑止
●駅周辺の都市空間の再構築の支援等、都市構造の軸と拠点の高質化・多様化
●地域公共交通計画と立地適正化計画が連携した取組の推進を図り、まちづくり
政策との融合のため、まちづくりと交通の予算事業の連携強化
●広域的な性格を持つローカル鉄道について、必要な場合には、国の関与を強化
し、事業者と自治体間の連携・協力を促進
●関係者の合意形成のための支援を行うとともに、合意に基づく規制・運用の緩和、
鉄道を地域の社会資本と位置付け、まちづくりに真剣に取り組む自治体に対する
支援を強化

対応の方向性

自動運転バスの運行

市街地でのLRT運行 ローカル鉄道
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○ 危機的状況のローカル鉄道については、沿線自治体（特に都道府県）が中心となり、法定協議会等を設け、

利用者や地域戦略の視点に立ち、将来に向けた地域モビリティのあり方について関係者と検討を進めていく

ことが基本原則。国は、協議会の円滑な立ち上げ及び進行に積極的に協力。【A】

○ 以下の①及び②の要件を満たす線区については、鉄道事業者又は自治体の要請を受け、国が新たな協議の

場（特定線区再構築協議会（仮称））を設置。【B】

○ 我が国の基幹的な鉄道ネットワークを形成する線区（特急列車、貨物列車が走行等）については、引き

続きＪＲ各社による維持を強く期待。

基本原則基本原則

JR各社のローカル線JR各社のローカル線

○ ＪＲ各社は、ＪＲ会社法に基づく「大臣指針」を遵守し、「国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の

新たな事情の変化を踏まえて現に営業する路線の適切な維持に努める」ことが前提。

【参考】新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針（平成13年11月７日 国土交通省告示）（抄）
・新会社は、現に営業する路線の適切な維持に努めるものとする。
・新会社は、現に営業している路線の全部又は一部を廃止しようとするときは、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向

その他の新たな事情の変化を関係地方公共団体及び利害関係者に対して十分に説明するものとする。
※国土交通大臣は、JR会社法附則に基づき、会社に対し勧告・命令（違反した場合の罰則（過料）有り）が可能

① 「再構築の必要性」：利便性及び持続可能性の回復に向けて公共交通の再構築に取り組む対策を講じることが必要。

（輸送密度が1,000人未満、かつピーク時の1時間当たり輸送人員500人未満を一つの目安としつつ、より厳しい状況に

ある線区から優先順位を付けて判断。ただし「基幹的な鉄道ネットワークを形成する線区」は対象外。）

② 「広域的調整の必要性」：上記の基本原則がうまく機能せず、広域的な調整が必要であることを関係自治体及び鉄道事

業者の意見を聞いて判断。

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の概要①
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【Ａ】自治体による地域公共交通活性化
再生法協議会又は任意の協議会

国による協議会
（特定線区再構築協議会）（仮称）

【B】鉄道事業者又は自治体からの要請

必要な場合には実証事業（※）を通じて対策案の実効性を検証

方針の決定
「鉄道を維持し徹底的な活用と競争力の回復を目指す線区」か「BRTやバス等への転換により鉄道と同
等以上の利便性の確保を目指す線区」かに応じた具体的方針を決定

地域公共交通活性化再生法に基づき「地域公共交通計画」の策定又は改定

各種特定事業の実施等により再構築を実現

※合理的な期限を設けて議論（最長３年間）

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の提言の概要②

・国が関係自治体や鉄道事業者の意見を聞かずに、一方的に協議の場を立ち上げることはない。
・協議の場は「廃止ありき」、「存続ありき」という前提を置かず、利用者目線で協議。
・一定の輸送需要を下回っているという理由だけで鉄道の存廃を画一的に判断すべきではなく、地域ごとに丁

寧に見て行く必要。
・「実証事業」の実施を通じて、対策の検証と関係者の合意形成を後押し。
・鉄道を維持する場合は、運賃・経費の適正化を行いつつ、必要な投資を行って鉄道の徹底的な活用と競争力

の回復に努め、ＢＲＴやバスへ転換する場合には、鉄道と同等又はそれ以上の利便性と持続可能性を確保。
・関係者間の合意に基づき、新たな輸送手段への転換を含め、ＪＲ各社はその実現に最大限協力。自治体も必

要な関与を強め、国も頑張る地域を支援。

再構築のポイント再構築のポイント

（※）増便、現行の技術・安全
規制の検証、バスの活用等

合意形成に向けた
国の支援
（例）
○ 協議会の運営
○ 線区評価の支援
・ビッグデータ解析
・クロスセクター分析 等

○ 実証事業の支援

合意実現に向けた
国の支援
（例）
○ 規制・運用の緩和・見

直し
・地域協議運賃の導入
・技術・安全規制の見直
し 等

○ 必要な新規投資や安全
投資の促進
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地域公共交通関係
令 和 ４ 年 度 補 正 予 算
８ ０ , ６ ６ ０ 百 万 円
（令和３年度補正予算46,891百万円）

総合政策局計上分（415億円）

○ 今後、ポストコロナ時代の急速な社会構造の変化に対応して、「交通DX」、「交通GX」、官民・事業者間・他分野との「3つの共創」により経営効率化・経
営力強化を図る取組や、観光と連携した取組等に対して支援を行い、利便性・持続可能性・生産性が向上する形で地域交通の再構築を図る。

観光庁計上分（363億円）

4. 交通による観光地の高付加価値化・インバウンド受入環境整備
交通事業者が、観光事業者と連携して、地域交通を活用した観光地の魅力向上・高付加価値化
を図る取組や、公共交通におけるインバウンドの受入環境整備を図る取組に対して支援

・ラッピング列車など地域交通を活用した観光イベントの開催、新規ツアー商品造成
・多言語対応のデジタルサイネージ、キャッシュレス決済設備導入 等 例:地域交通を活用した観光イベント 例:新規ツアー商品の造成例:キャッシュレス決済

2. 既存の地域交通支援に対する追加的な支援等
・生産性向上に取り組む地域の交通事業者に対する運行支援
・新たなバリアフリーの取組など公共交通におけるバリアフリー整備加速化
・地域鉄道における安全対策の推進 等

3. タクシー燃料価格の激変緩和対策
燃料価格高騰の負担軽減のため、LPガス（タクシー燃料）の価格
の激変緩和対策を継続的に実施

自動運転バスの運行

エネルギー×交通医療・介護×交通

● 共創モデル実証プロジェクト
・他分野共創に加え、官民・交通事業者間共創など、様々な関係者と共
創して、地域一体となって取り組む各地の交通プロジェクトを支援
・地域交通・まちづくり人材の育成やスタート
アップ企業の取組を支援

● 公共交通再構築支援
ローカル鉄道に係る公共交通再構築に向けた協議の場の設置、
調査・実証事業を支援 等

1. 地域交通再構築関係

●交通DX・GXによる経営改善支援
地域交通事業者によるDX・GX等による経営効率化の取組や、旅客運
送事業者の人材の確保に対して支援

・マイナンバーカード連携によるMaaS実装の推進
・自動運転の社会実装に向けた実証事業
・EVバス・タクシー導入 等

鉄道局計上分（29億円） ・地域鉄道における安全性向上に資する設備整備支援
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地域公共交通再構築調査事業（仮称）

地域公共交通再構築調査事業（仮称）

○ 危機的状況にあるローカル鉄道について、国も主体的に関与しながら、鉄道事業者と沿線自治体の共創を促し、
単なる現状維持ではなく、持続可能性と利便性の高い地域公共交通への再構築を促進していくため、関係者の合意
形成に向けた支援を行う。

【支援対象】

○ 協議会の運営
・協議会の開催に係る費用

○ 線区評価のための調査事業の支援
・パーソントリップ調査 ・ビックデータ分析 ・クロスセクター分析 等

○ 実証事業の支援
・対策案の実効性を検証するための、期間を限定して行う以下の取組

鉄道輸送の高度化に向けた検証 バスとの共同運行やバス転換の検証

・増便、接続改善、ダイヤ変更

・現行の技術・安全規制の検証

・サイクルトレインの実施

・駅、駅前広場等の新たな利活用

・季節運賃・旅行者向け運賃の導入

・観光列車等の借り入れ、持ち込み

・チケットレスシステムの導入 等

・並行路線バスとの共同運行

・鉄道とバスの乗り換え時に

おける共通・通し運賃の導入

・一部又は全部の区間における、

バス等の新たな輸送サービス

の導入

等

（事業例）（事業例）

ローカル鉄道に係る公共交通再構築に向けた鉄道事業者、沿線自治体等の関係者が参画する協議の場において、廃
止ありき、存続ありきといった前提を置かず、ファクトとデータに基づく議論を重ね、必要な場合には対策案の実
効性を検証するため実証事業を実施し、効果的な方針を決定するという合意形成のプロセスを支援。
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留萌

深川

鹿児島中央

富良野

新得

鵡川

備後落合

只見線 上下分離
会津川口～只見 27.6km

長崎線 上下分離
肥前山口（江北）～諫早

60.8km

平成23年の新潟・福島豪雨によ
り被災。
福島県が鉄道施設を保有し、Ｊ
Ｒ東日本へ貸し付ける形で上下
分離方式を導入し、令和4年10
月1日に運転再開。

日田彦山線 ＢＲＴ化
添田～夜明 29.2km

平成29年の豪雨により被災。
ＢＲＴによる復旧で合意。
令和5年夏の開業を目指し工
事中。

佐賀県・長崎県が設立した
（一社）佐賀・長崎鉄道管理
センターが鉄道施設を保有し、
ＪＲ九州に貸し付ける形で上
下分離方式を導入し、令和4
年9月23日に営業開始。

根室線 バス化（予定）
富良野～新得 81.7km

令和4年1月28日、関係市町村会
議において、新たな交通体系の
検討についてＪＲ北海道との協議
を進めていくことを確認。

留萌線バス化（予定）
深川～留萌 50.1km

令和4年8月30日の留萌本線沿
線自治体会議において、段階的
なバス転換について合意。

令和4年5月から、大糸線沿線の
活性化及び持続可能な路線として
の方策に関する検討会議を開催。

大糸線

南小谷～糸魚川 35.3km

芸備線
備中神代～広島 159.1km

令和3年8月から、庄原市・新見
市エリアの利用促進等に関する
検討会議を開催（令和4年11月2
日に第5回を開催）。

木次線
備後落合～宍道 81.9km

令和3年8月から令和4年2月
まで、現行のトロッコ列車に代
わる観光列車導入に関する
検討会議を開催。

全国各地における公共交通再構築及び協議の新たな動き

宗谷線
旭川～稚内 259.4km

富良野線
旭川～富良野 54.8km

石北線
新旭川～網走 234.0km

釧網線
東釧路～網走 166.2km

根室（花咲）線
釧路～根室 135.4km

根室線
滝川～富良野 54.6km

室蘭線
岩見沢～沼ノ端 67.0km

日高線
苫小牧～鵡川 30.5km

陸羽東線
小牛田～新庄 94.1km

沿線自治体（大崎市）が中心と
なって検討会議を設置し、地元
住民と意見交換を開始。

関西線
亀山～加茂 61.0km

令和4年6月から、県と沿線自治
体、JR西日本で、利用促進等に
ついて協議を開始。

近江鉄道 上下分離
米原～貴生川ほか 59.5km

県と沿線自治体で管理団体を設
立し、令和6年度から上下分離方
式により近江鉄道を支援する方向。

島原鉄道
諫早～島原港 43.2km

令和4年11月に「島原鉄道
活性化検討部会」が設置
され、島原鉄道のあり方
について検討開始。

くま川鉄道 上下分離
人吉温泉～湯前 24.8km

令和2年7月豪雨により被災
し、県と沿線自治体・くま川
鉄道による再生協議会が
設置され、上下分離方式の
導入で合意。

南阿蘇鉄道 上下分離
立野～高森 17.7km

県と沿線自治体で管理団
体を設立し、上下分離方式
により南阿蘇鉄道を支援す
る方向。

姫新線
姫路～新見 158.1km

山陰線
城崎温泉～鳥取ほか 673.8km

播但線
和田山～姫路 65.7km

加古川線
加古川～谷川 48.5km

： JR北海道と北海道、沿線自治体により、地域
が一体となって将来に向けて線区の持続性を
確保するために取り組む事業計画（アクション
プラン）を推進。【ＪＲ北海道黄線区】

日高線 バス化
鵡川～様似 116.0km

令和3年4月1日をもってバス転換。

：令和4年6月に兵庫県と沿線自治体、
ＪＲ西日本により、協議会が設置され、
4路線の利用促進策等について協議。

牟岐線 共同経営
阿南～浅川 50.9km

徳島バスとの共同経営により、
共通乗車券・通し運賃を導入し、
利便性向上。

肥薩線
八代～隼人 124.2km

国、県、JR九州による肥薩線検
討会議を設置し、令和2年7月豪
雨災害により被災した区間の再
生プランを検討中。

コロナ

凡例

200未満

200以上1000未満

1000以上2000未満

2000以上4000未満

※JR旅客6社の令和元（2019）年度実績
※輸送密度：1日1ｋｍあたりの平均旅客輸送人員

ＪＲ路線別の輸送密度

その他
既バス転換路線

JR以外の民鉄路線
（該当部分）
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ＪＲ肥薩線鉄道復旧に必要な調査・検討事業について

〇国経済対策（R4.11.8閣議決定）
利便性・持続可能性・生産性が向上する形で地域交通の再構築を図るため、国において、
ローカル鉄道に係る公共交通再構築に向けた関係者の合意形成に向けた取組支援を実施

↓

国のR4補正予算での調査費用等の支援

〇第３回JR肥薩線再生協議会（R4.10.7開催）
鉄道復旧後の利活用策について、ＪＲ肥薩線の持続可能な運行に向け、

非沿線を含めた地域全体で取り組むことを確認
↓

実行に移すためには、具体的な計画等を策定する必要がある

調査・検討事業の実施

① 地元が目指すべき地域のあり方、地域全体の鉄道のあり方の検討
② 利用実態や潜在需要の定量的な把握
③ 鉄道を軸とした地域振興・活性化に取り組むための再生ビジョン・利活用策の検討
④ 復旧がもたらす幅広い経済効果等を定量的に把握
⑤ ①～④について具体性、実現可能性、事業性を確認
⑥ 鉄道運行および利活用計画の実施主体、費用負担を整理

調査・検討事業の進め方

資料４

検討会議において、鉄道を軸とした地域振興・活性化に取り組むための再生ビジョン・利活用策の策定に向けた
調査・検討事業を実施する。

ＪＲ肥薩線検討会議

ＪＲ肥薩線再生協議会

国 JR九州

再生ビジョン・利活用計画
策定

県 地元市町村

県

協議・検討


